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序     文 

 

2023 年 2 月 28 日、フィリピン共和国中西部の東ミンドロ州沖で、タンカー「PRINCESS 

EMPRESS（プリンセス・エンプレス号）」が半沈し、のち沈没する事故が発生しました。これによ

り船体から油が流出、周辺海域への拡散が進行するとともに、沿岸にも漂着しました。迅速に適切

な手段を講じなければ、その後の海洋汚染、水産業をはじめとした経済への損失、沿岸住民の生活

への影響など、さらに大きな被害が懸念される事態となりました。 

このような状況のなか、フィリピン共和国政府は日本国政府に対し緊急の支援を要請しました。

これに基づき、2023 年 3 月 8 日に外務大臣は国際緊急援助隊の派遣命令を発出。国際協力機構

（JICA）は、同年 3月 10日から 21日までの間、同国に対し、外務省、海上保安庁、JICAを母体と

する 8名の隊員から成る専門家チームを派遣しました。 

同専門家チームは、現地指揮所や洋上、海岸などにおいて活動を実施し、情報の収集・分析、フ

ィリピン当局に対する助言・提言、必要な技術指導などを実施。また先方政府・関係者や、海外か

らの支援チームとの協議、情報交換などを実施しました。 

本報告書は、これら一連の活動の内容を取りまとめたものです。将来不幸にも類似の事案が発生

した際、本報告書の内容が参考の用に供されることを想定しています。 

終わりに、今回の国際緊急援助隊派遣の成果が、先方政府による今次事案への対応に適切・効果

的に生かされ、環境への影響や、被災地域への経済・生活などへの影響が極小されることをお祈り

するとともに、今次国際緊急援助隊専門家チームの活動にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に

対し、心から感謝の意を表します。 

 

2024年 2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

国際緊急援助隊事務局長 飯村 学 
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（Googleマップより作成） 

 

注：漂着地点は 3月 21日時点の情報により専門家チームがプロットしたもの。 
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略語 正式名称 日本語 

ICP Incident Command Post 指揮所 

ITOPF ITOPF Limited  国際タンカー船主汚染防止連盟 

JDR Japan Disaster Relief Team  

MEPCOM Marine Environmental Protection Command 海洋環境保護指令部 

MFO Marine Fuel Oil 燃料油 

NOAA National Oceanic and Atmospheric Administration 米国海洋大気庁 

PCG Philippines Coast Guard フィリピン沿岸警備隊 

P号 Princess Empress プリンセス・エンプレス号 

ROV Remotely Operated Vehicle 遠隔無人潜水機 

USCG US Coast Guard 米国沿岸警備隊 
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第１章 災害の概要 

 

2023 年 2 月 28 日、フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）中部の東ミンドロ州沖にお

いてフィリピン籍のオイルタンカーである「PRINCESS EMPRESS（プリンセス・エンプレス号）」

（以下、「P号」と記す）が半沈し、翌 3月 1日に水深約 390 mの海底に沈没した。P号は、搭載油

として貨物油（産業用燃料油）約 800トン、燃料油（Marine Fuel Oil：MFO）を積載していた。3月

下旬以降に行われた遠隔無人潜水機（Remotely Operated Vehicle：ROV）による沈没した船体の状況

調査によれば、船体の一部が損傷し、貨物油のタンクから油が流出しているとの情報があるが、P

号がどのような経緯で沈没したかの詳細は現時点では明らかになっていない（注：専門家チームの

派遣がされていた段階では、P号の沈没した船体の状況等はまだ明らかになっていなかった）。 

現在まで、燃料油または貨物油の継続的な流出、東ミンドロ州をはじめとする地域の沿岸部への

継続的な油の漂着が認められており、フィリピン政府によれば、1.6 万人を超える漁業従事者が操業

停止となっているほか、観光産業への影響も生じている。原因者及びフィリピン沿岸警備隊

（Philippine Coast Guard：PCG）により油回収作業、油処理剤の散布等が行われている。P 号には依

然として大量の油が搭載されている可能性が高く、現在の油防除活動のほか、搭載油の抜き取りや

沈没した船体の引き揚げ等が検討されている。 
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第２章 派遣の経緯 

 

3月 1日 フィリピン中部の東ミンドロ州沖において P号が沈没。 

3月 5日 バウティスタ運輸大臣が、越川駐フィリピン特命全権大使あてに口頭にて技術支援及

び物資供与の要請。 

3月 6日  PCG と在フィリピン日本国大使館、PCG に派遣中の JICA 専門家との協議において、

要請内容を①日本からの専門家の派遣、②物資供与（油吸着マット、海岸清掃用のグ

ローブ等）と確認。 

同 外務省、海上保安庁、JICA にて対応方針を検討。国際緊急援助隊（Japan Disaster 

Relief Team：JDR）・専門家チームの緊急の派遣に向け、準備を進めることを申し合わ

せ。 

3月 7日 外務本省が在フィリピン日本国大使館からの要請公電を受電。 

3月 8日 外務省より JICA国際緊急援助隊事務局に対し、外務大臣派遣命令を伝達。 

3月 10日 在フィリピン日本国大使館職員 2名、海上保安庁職員 5名、及び JICA職員 1名の計 8

名から成る専門家チームをフィリピンに派遣。 
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第３章 活動概要 

 

３－１ 派遣期間 

2023年 3月 10日から 3月 21日まで（12日間） 

 

３－２ 派遣地 

 フィリピン共和国東ミンドロ島 

 

３－３ 派遣団員 

氏 名 担当項目 所属/職位 

二瓶 大輔 団長 在フィリピン日本国大使館 公使（現地参団） 

小野 太郎 
副団長/海洋汚

染対策 
海上保安庁 警備救難部 環境防災課 国際海洋汚染対策官 

木幡 章弘 指揮所指導 海上保安庁 総務部 国際戦略官付 国際業務第一係長 

後藤 大輔 
油防除指導

（主任） 
海上保安庁 横浜機動防除基地 主任防除措置官 

城山 卓郎 油防除指導 1 海上保安庁 横浜機動防除基地 防除措置官 

上條 胤臣 油防除指導 2 海上保安庁 横浜機動防除基地 防除措置官 

米沢 夏希 団長補佐 在フィリピン日本国大使館 二等書記官（現地参団） 

土屋 匠 業務調整 JICA 東南アジア・大洋州部東南アジア第五課 調査役 

※JICAフィリピン事務所より、現地業務調整員として金塚匠所員が帯同した。 

 

３－４ 任 務 

専門的知見を有する人員を、主として先方政府の指揮所等（運輸省傘下の PCG）に派遣し、情報

の収集・分析、技術的助言、今後の支援方針の検討などを行う。 

 

３－５ 活動概要 

日順 日 付 活動内容 宿泊地 

1 3月 10日 金 ・ 日本国出発 

・ PCG本庁舎にて副長官表敬、本邦・現地メディア対応 

・ PCG 副長官、PCG の海洋環境保護指令部（Marine Environmental 

Protection Command：MEPCOM）、本庁運用課（CG-3）との打
合せ 

マニラ 

2 11日 土 ・ マニラ発、バタンガスへ車にて移動 

・ バタンガスの南部タガログ管区（CG District Southern Tagalog）
にて PCG、フィリピン政府関係機関、フィリピン大学等による
オンライン会議に参加 

・ フェリーにて移動（バタンガス～カラパン） 

・ 日本人が乗る海難漁船の状況確認・乗組員との面会、PCG の南
部タガログ管区のロサリオ司令官（准将）と協議 

・ PCGのカラパン部（CG Station Calapan）職員との協議 

カラパン 

3 12日 日 ・ ポラ町周辺の沿岸部の状況確認、ヘリで沖合の油湧出現場等を
空から確認 

・ ポラ町の PCG の指揮所（Incident Command Post）着、沿岸域の
被害状況、油防除手法についてブリーフィング 

・ 指揮所にて関係機関調整会議参加 

カラパン  
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日順 日 付 活動内容 宿泊地 

・ クルーズ（Cruz）ポラ町長、PCG の指揮所司令官（ Incident 

Commander）ツビリヤ司令官、国際タンカー船主汚染防止連盟
（ITOPF）技術アドバイザー（Technical Advisor）と協議 

・ PCG 巡視船（44m 級）にて沖合の油防除オペレーションの状況
確認・PCG職員への技術指導 

4 13日 月 ・ 指揮所にて PCG職員と打合せ 

・ 洋上からポラ町付近の沿岸部の状況確認 

・ 漂着油の回収・清掃の状況確認、漂着油のサンプル採取、メデ
ィア対応 

・ 指揮所にて関係機関調整会議参加 

・ ITOPF Technical Advisorと協議 

・ カラパン部にて PCGに洋上オペレーション指導 

・ 別送資材の受入れ、受渡しセレモニー 

同 上 

5 14日 火 ・ 海上作業の評価に係る PCG本庁報告用レポート等の作成 

・ PCG、船主責任保険（P&I）連絡員、ITOPF 技術アドバイザーと
の打合せ 

・ 資材デモンストレーションの準備 

同 上 

6 15日 水 ・ ポラ町の浜辺にて別送資材のデモンストレーションの実施・メ
ディア対応 

・ ツビリヤ司令官協議 

・ カラパン港にて P&I が契約する油回収タグボートの油回収状況
の確認・指導 

・ PCG職員に対する別送資材の使用方法研修実施 

同 上 

7 16日 木 ・ 海上作業の評価に係る PCG 本庁報告用レポート、ツビリヤ司令
官向け資料の作成 

・ PCG 巡視船にて P&I が契約する油回収タグボートの作業状況確
認・指導、タグボート船員に油処理剤のマッチングテスト指
導、PCG巡視船・タグボート共同で改善した油防除方法を実践 

・ カラパン港にてメディア対応 

同 上 

8 17日 金 ・ 海上作業の評価に係る PCG本庁報告用レポート等の作成 

・ ドロール（Dolor）東ミンドロ州知事表敬 

・ ツビリヤ司令官に対する現地総括指導 

同 上 

9 18日 土 ・ カラパンからマニラに移動 

・ PCG本庁報告用レポート等の作成 

マニラ 

10 19日 日 ・ PCG本庁報告用レポート等の作成 同 上 

11 20日 月 ・ PCG・米国チーム〔米国沿岸警備隊（ US Coast Guard：
USCG）、米国海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric 

Administration：NOAA）、米海軍（US Navy）〕の混成チームと
ともに現地メディア対応 

・ PCG 本庁への専門家チームからの報告会（米国チーム、在フィ
リピン米国大使館が現地で同席、フィリピン運輸省、環境天然
資源省、国立地図資源情報局等のフィリピン政府機関、フィリ
ピン大学等がオンラインで同席） 

・ 米国チームとの情報交換 

・ 油分析サンプルの容器移し替え作業、資料作成 

同 上 

12 21日 火 ・ 在フィリピン日本大使館報告（松田臨時代理大使表敬訪問） 

・ フィリピン出国 

・ 羽田空港にて解団式 

- 

 

３－６ 携行機材 

（1）海上保安庁携行分 

デジタルカメラ（1台）、GoPro（1台）、マイクロガード（20着）、マスク（70枚）、ニトラテ

ゴム手袋（100 枚）、軍手（20 双）、耐油手袋（25 双）、マッチングテストキット（1 セット）、
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靴カバー（20足）、長靴（2足） 

 

（2）JICA携行分 

プリンター（1 台）、ノートパソコン（2 台）、プロジェクター（1 台）、デジタルカメラ（3

台）、衛星電話（2 台）、無線（5 台）、GPS（3 台）、BGAN（1 台）、会議用スピーカー（1 台）、

ポケトーク（5台） 

 

（3）別送分（詳細は付属資料「10．別送資材リスト」参照） 

油防除作業服（3,000 着）、油防除作業マスク（7,500 枚）、耐油手袋（400 双）、耐油長靴

（300 足）、油吸着材（万国旗型）（25 箱）、油吸着材（ロール型）（25 箱）、高粘度油専用油捕

獲剤（オイルスネア）（50袋） 
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第４章 活動結果 

 

４－１ 海上の汚染状況の調査結果 

（1）航空機からの調査結果（3月 12日） 

3 月 12 日、航空機から海上の汚染状況を確認した。沈没地点付近の海域（ミンドロ島カラパ

ン東方約 10海里の海域）では、全般としては、やや褐色から銀色の油（色彩 D～Eの油膜）が

「帯状」に広がっており、そのカバー率（海域に占める浮流油の割合）は 10～20％程度であっ

た。また、そのなかには、黒色から茶色の油（色彩 A～B または油層状と思料）の「筋」が数

カ所認められた。 

3 月 10 日に PCG 本庁で入手した情報では、油が 300km 以上も離れたパラワン島にまで漂着

しているとの情報であったが、3 月 12 日に実施した調査では、浮流油の広がりは沈没地点付近

上空から視認できる範囲に収まっていた。 

同海域では、タグボート 2隻及び PCG巡視船による油防除作業が行われており、タグボート

2 隻は、帯状の油をオイルフェンスで U～J の形で囲い、油の回収作業を実施している様子が確

認された。 

 
帯状に広がる浮流油 

 
タグボート及び PCG 巡視船による油防除 

 

〈参考〉日本における浮流油の評価 
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（2）PCG巡視船からの調査結果（3月 12日、16日） 

3月 12日及び 16日、PCG 巡視船（同船は日本から供与された 44m級）から海上の汚染状況

を確認した。沈没地点付近の海域では、黒色から茶色の油（色彩 A～B の油膜または油層状）

と褐色や虹色から銀色の油（色彩 C～E の油膜）を認めるとともに、重油特有の油臭を感じた。 

油が海面に湧出する際に見られる「ハスの花」状の油も確認されるとともに、同地点では大

量でないものの、継続して一定量の油が湧出している様子が確認された。 

 
色彩 A～B の油膜（12 日） 

 
色彩 B～C の油膜（12 日） 

 
湧出点から南西方向に帯状に広がる油（16 日） 

 
油層状の油（16 日） 

 
色彩 C の油膜（16 日） 

 
色彩 C の油膜（16 日） 

 
ハスの花状の油（油の湧出点）（16 日） 

 
湧出点の緯度経度（16 日） 
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４－２ 沿岸の汚染状況の調査結果 

 3 月 12 日、13 日及び 15 日に、油の漂着被害が大きかったとされるポラ町沿岸部の汚染状況を調

査した。PCG 及びポラ町長からの情報では、ポラ町及びその周辺の 13 の Barangay（地域の最小単

位）において被害が発生しているとの情報であった。 

   
ポラ町の被害状況図 油の漂着被害のあった地域 

 

（1）ポラ町中心部及び北部（3月 12日） 

 3 月 12日は、ポラ町の中心部である、Poblacion ZoneⅡ及びポラ町北部の Misong において、

汚染状況の調査を行った。Poblacion ZoneⅡでは、河口付近にオイルフェンスが適切に設置され

ており、満潮時に河川内に浮流油が侵入し被害が内陸部に拡大するのを有効に防いでいた。ま

た、前日に既に漂着油の回収を実施したとのことで、調査時は砂浜に若干のタールボール（油

の塊）を認めた程度であった。 

 Misong においても、村民の生活エリア至近については、既に清掃作業が完了しており、海辺

の護岸に油を回収する際に付着したとみられる油の跡が認められる程度であった。また、海岸

のやや沖合には、ヤシの葉で作成したオイルフェンスが設置されていた。村民の生活エリアか

ら少し離れた岩場では、一部の岩に漂着油の付着を認めたが、自然の浄化作用に委ねても問題

ない程度の付着量であった。 

 
Poblacion ZoneⅡのオイルフェンス設置状況 

 
Misong の汚染状況（回収時の油の跡） 

 
ヤシの葉で作成したオイルフェンス 

 
Misong の海岸の岩場に付着した油 
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（2）ポラ町南東部（3月 13日） 

 3 月 13日は、最も被害が大きかったとされるポラ町南東部の Buhay na Tubig～Bagong Silang

において、汚染状況の調査を行った。海岸沿いでは、広範囲にわたり岩場への油の付着が認め

られたとともに、砂浜への油の浸透も見受けられた。一方で、液状の油は既におおむね回収さ

れており、また、付近海面上に浮流油は認められなかった。 

 
海岸沿いの岩場一帯に認められた油の跡 

 
岩場に付着した漂着油 

 
満潮時に漂着したと思われる油の跡 

 
砂の中にしみ込んだ油 

 
回収された漂着油 

 
回収した油の保管状況 

 

（3）ポラ町中部（3月 15日） 

 3 月 15 日は、ポラ町中部、海浜沿いにリゾート施設が並ぶ Batuhan の海岸において、汚染状

況の調査を行った。Batuhanの海岸では、広範囲にわたり砂浜へのタールボール漂着が認められ

たが、清掃作業は実施されていない状況であった。 
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水際のタールボール 

 
砂浜に打ち上げられたタールボール 

 

４－３ 海上の油防除作業に係る調査 

3月 12日、PCG巡視船に乗船し、PCG巡視船及び船主側手配のタグボートが油の湧出点付近で実

施している油防除作業の実施状況について調査を実施した。 

 

（1）PCG巡視船による油防除作業の実施状況の調査結果（3月 12日） 

① PCG巡視船は、油処理剤の散布を主な作業内容としていた。 

② PCG が使用していた油処理剤（Type A）について、現場の油を採取しマッチングテスト

（適合性の確認）を行った結果、同処理剤は有効に作用することが判明した。 

③ 作業海域の浮流油については、ムース化は進んでおらず、水温も 27.5 度と高く油の粘性は

低いことから、油処理剤は有効に作用すると考えられた。 

④ 油処理剤の使用方法に次のとおり、不適切な点が認められた。 

・油処理剤を原液のまま使用せず、海水で希釈して使用していた。 

・油処理剤の散布に使用するポンプの圧力が弱く、ノズルから適度な噴出状態での散布がで

きていない。 

・薄い油膜の油の処理についても、油処理剤を使用していた（無駄な処理剤の使用）。 

・油処理剤には人体に対する一定の毒性があるが、油処理剤散布の際にその飛沫を乗組員が

被っている状況が見られた。 

⑤ ④の点を改善し、現場海域において油処理剤の散布試験を実施したところ、浮流油と油処

理剤が良好に反応していることが確認された。 

⑥ 船艇からの観測では、眼高が低く現場海域において油を発見しにくい状況であった。 

 
油処理剤のマッチングテスト 

 
海水で希釈された油処理剤（不適切） 
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原液の油処理剤への入れ替え 

 
油処理剤の適正散布圧力 

 
JICA 職員による通訳（右） 

 
PCG 巡視船乗組員と JDR 団員 

 

（2）タグボートによる油防除作業の実施状況の調査結果（3月 12日） 

① タグボートは、2 隻でオイルフェンスを U～J の形に展張し、オイルスキマー（FOILEX 製

浮上油回収装置）により浮流油の回収を行っていた。 

② 回収作業を行っていた海域の浮流油の状況は、層の薄い油または油膜程度のものであり、

また、オイルフェンスの外側に漏れ出している状況も見受けられた。対応勢力及び油の広が

り方にかんがみると、①の防除措置はやや効率的でないと感じられた（初期段階の油が濃い

状態の際は、最良の方法であったと思料される）。 

 
タグボートによるオイルフェンス展張 

 
オイルフェンスをくぐり抜ける油 

 

４－４ 沿岸の油防除作業に係る調査 

3月 13日、ポラ町南東部の Buhay na Tubig～Bagong Silangにおいて、沿岸部の油防除作業の実施

状況について調査を実施した。 

海岸清掃は、船主側が契約した Harbor Star 社（海岸清掃契約会社）が作業を管理し、同社から派

曳航方向 
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遣された現場作業指揮者の指揮の下、地元漁民や住民により進められていた。 

作業内容は、主にマット型の油吸着材やヤシなどの葉により岩に付着した油を拭き取り回収袋に

入れ、海水の届かない高台に保管する作業が中心であった。現場作業指揮者の話では、数日後には

高圧洗浄機が届き、高圧洗浄機による洗浄作業も今後進めていくとのことであった。 

調査時点では、液状の油は既におおむね回収されており、油の回収・清掃作業により、事故発生

当時に比べ状況は比較的改善されていると評価した。また、清掃作業は現場作業指揮者により管理

されており、おおむね適正に実施されていると評価した。 

一点、回収した油の保管状況について、地面への浸透を防ぐためのシートは敷かれているものの、

油がシートの外に漏れ出しそうになっている状況や、回収物の上からシートを被せていないため、

雨により油が流出するおそれがある状況が見受けられるなど不適切な点が確認された。 

 
漁民や住民による海岸清掃の状況 

 
Harbor Star 社の現場作業指揮者 

 
漂着油再流出防止用オイルフェンス 

 
回収油の不適切な保管 

 

４－５ 日本から別送した油防除資材の使用方法説明 

 現地での油防除作業に必要となる、防護衣や油吸着材など約 3 トンを、日本から別送した（付属

資料「10．別送資材リスト」参照）。 

 別送資材は、3月 11日に民間機でマニラに到着、マニラ港からは PCGの設標船により搬送され、

3月 13日にミンドロ島カラパン港に到着し PCGに引き渡された。 

 3 月 15 日、ポラ町中部 Batuhan の Anahaw 海岸において、PCG の指揮所司令官、ポラ町長、PCG

職員、自治体職員、地元住民に対し、油防除資材の使用方法について、デモンストレーションを行

いつつ説明・指導を実施した。これには、多数の報道機関による取材が行われた。 

シートが被せられておらず

雨天対策がとられていない 

漏れ出しそうな油 
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油防除資材の PCG への引き渡し 

 
別送した油防除資材 

 
別送資材の使用方法説明 

 
オイルスネアのデモンストレーション 

 

４－６ 指揮機能の支援 

滞在期間中、油防除作業方針の策定及び汚染状況の評価に係る支援並びに情報収集等のため、指

揮所（Incident Command Post）及びカラパン部（CG Station Calapan）を随時訪問し、指導・助言を

実施した。 

 

（1）指揮所における活動 

 ポラ町には、事故全般の管理を行う指揮所として、指揮所が設置されていた。指揮所では、

PCG の指揮所司令官及びポラ町長が中心となり、東ミンドロ州政府、環境天然資源省、保健省、

陸軍、警察、消防、ITOPF、Harbor Star 社等の関係機関が参加する連絡調整会議が連日開催さ

れており、JDR専門家チームもこれに参加した。 

 連絡調整会議においては、JDR 専門家チームの現地調査結果を基に、汚染状況及び対応状況

の評価を発表するとともに、作業方針や改善点等について助言を行った。各機関・組織の思惑

や利害にとらわれず、中立的な立場で行う JDR 専門家チームの客観的な評価は、特に各機関・

組織の間で対立のある問題に対し、その解決策を導くうえで大いに役立つものとなった。 
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ポラ町に設置された指揮所 

 
指揮所による被害状況説明 

 
指揮所連絡調整会議参加機関 

 
連絡調整会議における JDR 発表 

 
ITOPF との油処理剤使用に係る協議 

 
JDR、PCG、ポラ町長（左）の三者協議 

 

（2）カラパン部における活動 

 PCG の現地対策本部は、カラパン部に設置され、指揮所司令官が指揮官として指揮をとって

いた。カラパン部においては、主に汚染状況及び PCG の対応状況に係る情報収集並びに海上作

業のオペレーション及び具体の作業方法に関する指導・助言を行った。 

 海上作業オペレーションの検討にあたっては、宇宙航空研究開発機構（JAXA）から提供を

受けた漂流油の衛星画像を PCG に共有し、漂流油の動静について確認を行い検討の参考とした。 

作業方法の改善指導にあたっては、スリランカ技術協力プロジェクトで作成した「油防除テ

キストブック」が大いに役立った。同テキストブック（英語版）は、カラパン部の現地対策本

部に 15部供与した。 

また、PCG 職員に対し、日本から供与した油防除資材の使用方法について研修を実施したほ
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か、カラパン港に帰港したタグボートの乗組員に対し、油処理剤のマッチングテストの実施方

法について研修を実施した。 

現地活動最終日の 3月 17日には、現地総括指導として、海上作業の評価及び改善点に係るレ

ポート（付属資料１．の「Brief report on the offshore oil spill response」参照）の報告を行うとと

もに、今後の油防除方針及び万一沈没船から大量の油が流出した場合の備えについて助言を行

った。 

 
PCG 対応状況の聴取 

 
PCG 現地対策本部会議 

 
JAXA 提供の衛星画像による漂流状況確認 

 
油防除テキストブックによる指導 

 
油防除資材の適合性確認テスト研修 

 
現地総括指導（ミンドロ島活動最終日） 

 

４－７ PCG本庁への報告等 

（1）活動前の状況把握及び打合せ（3月 10日） 

 3 月 10 日に PCG 本庁を訪問し、PCG 副長官以下職員から、油流出の経緯、油の拡散状況、

PCG の対応状況等の現況説明を受けるとともに、日本の緊急援助活動への要望事項等について
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聴取した。PCG本庁からは、カラパン部に設置されている PCG現地対策本部の支援を要請され

たこと、また、基本的にオペレーションは現地対策本部において決定されていることから、ミ

ンドロ島カラパンを拠点に活動を実施することとした。 

 
PCG 副長官表敬 

 
PCG 本庁との活動前打合せ 

 

（2）最終活動報告（3月 20日） 

 3 月 20 日、PCG 本庁において最終活動報告（付属資料１．の「Report on the Japan Disaster 

Relief Expert Team’s Activities for the Oil Spill Disaster off the Coast of Mindoro Island in the Republic 

of the Philippines」参照）を実施した。報告会には、PCG長官以下職員、3月 18日にフィリピン

入りした USCG及び米国海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric Administration：NOAA）

等により構成された米国派遣チームが出席したほか、フィリピン運輸省、環境天然資源省、国

立地図資源情報局等の政府機関、フィリピン大学等がオンラインで参加した。 

 報告会においては、JDR 専門家チームの活動内容、汚染状況の評価、油防除作業の評価及び

改善点、沈没船から再び大量の油が流出した場合の備え等について包括的な報告を行った。 

また、PCG 及び米国派遣チームに、JDR 専門家チーム作成の「海上作業の評価及び改善点に

係るレポート」及び「大量の油が流出した場合の緊急時対応計画」を配布し、今後の対応の参

考とするよう助言した。 

加えて、スリランカ技術協力プロジェクトで作成した「油防除テキストブック」5 部を、

PCGの海洋環境保護指令部に供与した。 

 
JDR、PCG、米国派遣チーム 

 
PCG アブ長官から JDR 二瓶団長への謝意 
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PCG 本庁における日米比三国合同会議 

 
JDR の活動報告 

 

（3）沿岸漂着油の分析 

 PCG 本庁から、湧出点付近海上で採取された油と各地沿岸に漂着した油について、日本国内

における異同分析の依頼があった。フィリピン大学等を含めフィリピン国内には異同分析を実

施できる能力を有する機関がないとのことであり、また、今般の事案においては油の漂着がは

るか遠方にまで確認されているところ、異同分析は今後の油防除オペレーションを検討するう

えでも重要であるとの判断から、初回に依頼のあった 5 点のみの実施を条件に、日本国内での

分析を実施することとした。 

 分析資料は、3 月 17 日に、JICA フィリピン事務所が PCG の海洋環境保護指令部から受領し、

4 月 4 日、日本に空輸され、税関手続き等を経て、4 月 7 日、一般財団法人海上災害防止セン

ターにおいて分析が開始された。分析結果については、5 月 17 日、在フィリピン日本大使館海

上保安アタッシェ及び JICA 在フィリピン海上保安長期専門家から PCG の海洋環境保護指令部

に伝達した。 
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第５章 提言（指導助言事項） 

 

 上記活動による調査結果等を踏まえ、海上及び沿岸において実施されていた油防除措置の改善点

等について、以下のとおり指導助言を行うとともに、沈没した船舶にいまだ大量の貨物油が残存し

ている可能性も否定できないことから、大量の油が流出した場合の緊急時対応等、今後の不測の事

態に備えるべき事項について指導助言を行った。 

 

５－１ 海上における油防除措置に係る指導助言 

（1）全般の作業方針 

 漂流油については、海岸に漂着する前に、極力海上で処理されることが重要である。 

 沈没位置付近で認められる油は、大半が薄い層の油または油膜であることから、こうした油

については、船艇による航走拡散及び放水銃による拡散により、迅速に処理することが効果的

かつ効率的であると考える。可能であれば、対応船艇を増やすことが望ましい。 

 海上の一部に認められる、厚い層の油の筋については、油処理剤の散布により対応すること

が効果的かつ効率的であると考える。 

 厚い層の油が広く認められた場合には、オイルフェンスにより油を集めたうえで回収するこ

とは有効であると考える。 

 現場の船艇がドローンなども活用しながら常に海域の油の状況を確認し、上記のとおり、そ

の時々の状況に応じて最も効率的な防除方法を選択しながら防除作業を行っていくことが望ま

しい。 

 
放水銃による油の拡散方法の指導 

 
放水銃による浮流油の拡散 

 

（2）油処理剤の使用 

 次の点に留意のうえ、厚い層の油が筋状または部分的にたまっている箇所について、油処理

剤による防除を行うことは有効であると考えられる。 

① 油処理剤を使用する場合は、浮流油のサンプルを採取しマッチングテストを行い、有効

性を確認したうえで使用すること。 

② 油処理剤は、海水で希釈せず、原液のまま使用すること。 

③ 油処理剤をノズルから適度な噴出状態で散布できるようポンプ圧力を確保すること。 

④ 油処理剤が、人体にかからないよう作業すること。  
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（3）オイルスキマー（FOILEX製）の使用 

 薄い層の油や油膜に対するオイルスキマーの使用は、回収される油の量に比べて海水の量が

極度に多くなることから、薄い層の油及び油膜に対しては航走拡散と放水銃による拡散、厚い

層の油に対してはオイルスキマーを使用するといった使い分けを考慮した方がよい。 

 

（4）タグボート 2隻及び PCG巡視船による海上オペレーション 

 現場では、タグボート 2 隻によりオイルブームを使用した回収作業が実施されていたが、海

上の油流出量に比べ回収量が少ないと推察されたため、より広範囲で対応可能な油処理剤によ

る分散作業への変更を提案した。また、油処理剤の効果を高めるため、「航走拡散」及び「放水

拡散」についても併せて実施するよう指導した。 

 3 隻の現場勢力のオペレーションとして、タグボート 2 隻が先行して油処理剤を散布しなが

ら航走し、それに続いて PCG 巡視船が放水銃で放水しながら航走して海水を攪拌し浮流油を消

滅させる方法を提案した。 

 
タグボート 2 隻による油処理剤散布に続く 

PCG 巡視船による航走・放水拡散 
 

PCG 船員による JDR 指導事項のメモ 

 

５－２ 沿岸における油防除措置に係る指導助言 

（1）海岸清掃 

 海岸清掃については、船主側が手配した現場作業指揮者の指揮の下、地元漁民や住民により

組織だって実施する体制が既に構築されていたことから、実施方法としては同体制にて継続実

施すればよい旨助言した。なお、改善点として、スコール等の雨天による回収油の再流出によ

る二次的被害の防止対策がとられていない箇所が認められたため、集積した回収物の上には

シートをかぶせて保管するよう改善指導した。 

 被害が大きかった箇所を中心に海岸清掃は進められていたものの、砂浜へのタールボール漂

着が広範囲にわたり認められ、いまだ清掃作業が実施されていない場所もあったため、人の立

ち入り等による汚染被害の拡大を防止するため、清掃作業を早期に進めるよう指導した。 

 

（2）今後の備え 

 漂流油が海岸に接近した場合は、漂着前に防除することが重要であることから、そのような

状況が認められた場合には、日本から供与した油吸着材やオイルスネア等を有効活用し海岸の
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防除を行うよう助言した。 

 

５－３ 大量の油が流出した場合の緊急時対応計画 

沈没した船舶にいまだ大量の貨物油が残存している可能性が否定できず、今後何らかの原因によ

り急激に大量の油が流出する可能性もあったことから、「大量の油が流出した場合の緊急時対応計画」

（付属資料１．の「“PRINCESS EMPRESS” Contingency Plan in Case of a Large-Scale Oil Spill happens」

参照）を JDR専門家チームにて策定のうえ、PCGに対し、これらの事態に備えるよう助言した。 

同緊急時対応計画の主な内容は以下のとおり。 

① 現在の勢力で足りないため、作業船の追加投入について原因者に対して強力に指導すること

が重要 

② 油の分散作業の方針 

・ 湧出点付近海域の濃い浮流油については、油処理剤を散布し分散処理を行うとともに、航

走拡散及び放水拡散を行うことで自然浄化作用を促す。 

・ その他沖合を漂流する薄い油膜の浮流油については、航走拡散及び放水拡散を行う。 

③ 油の回収作業の方針 

・ これまで実施していたオイルブームを使用した集油とオイルスキマーを使用した回収を多

数の船艇により実施する。 

・ 砂浜等に漂着するような浮流油に対しては、油吸着材またはオイルスネアをブーム状に設

置して回収する。 

・ 漂着した油（特にタールボール）の防除作業は、船主手配の油防除業者をして清掃作業を

実施し、必要に応じて地元住民の協力を得るなどして回収する。 

 

５－４ 原因者の積極的活用 

 油流出事故は、原因者（汚染者）負担の原則（Polluter Pays Principle）に基づき対応されるべきも

のである。特に、洋上船艇勢力を増加させることにより、現場海域での油処理・回収を増進させ、

沿岸への漂着などのさらなる被害拡大の防止が期待できることから、原因者を強力に指導し十分な

対応をとらせることが重要である旨助言した。 

 なお、本助言は、JDR 専門家チームが現地にて接触した船主責任保険（P&I）連絡員が、事実確

認並びに船主側の対応状況及び検討状況等の情報共有に応じないなど非協力的な面が見られたこと

から、追加的に PCG本庁に対し助言したものである。 

 

５－５ 今後の油流出事故に備えた油分析能力の構築 

 今般の活動において、PCG から湧出点付近海上で採取された油と各地沿岸に漂着した油の日本に

おける異同分析の依頼があったが、その実施にあたっては油という特性上、日本への搬入に関し、

航空輸送上の課題や通関に係る課題など数多くの課題が存在した。油の異同分析は、油防除措置の

オペレーションを検討するうえで重要であるのみならず、引き続く刑事手続きにおいても重要な役

割を果たすことから、同分析能力を PCG あるいはフィリピン政府として備えておくことが望ましい。 

現時点では、フィリピン国内には異同分析を実施できる能力を有する機関がないとのことであり、

今後の長期的課題として本報告書に記録しておくこととする。 
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第６章 団員所感 

 

６－１ 二瓶 大輔（団長） 

 2 月 28 日、フィリピン中西部の東ミンドロ州沖でタンカーP 号が転覆したことから事態は始まっ

た。その後 3 月 1 日にタンカーは沈没、積んでいた油が流出し、海洋汚染、住民の生活環境へ被害

といった惨事が懸念された。 

これを受け、事故発生 3 日後の 3 月 4 日には被災地を抱える東ミンドロ州のドロール州知事から、

また同 5 日にはバウティスタ運輸大臣から、それぞれ日本の支援を要請したいとの意向が示された。

フィリピン政府からの要請を受けた日本政府の対応は迅速であった。3 月 6 日に外務省、海上保安

庁、JICA が対応方針につき協議、早くも 8 日には国際緊急援助隊・専門家チーム派遣に関する外務

大臣派遣命令が発出され、3月 10日、同チームはマニラに向けて出発した。 

 被害の状況、チームの活動の概要については、本報告書の本論に譲ることとし、私からは、今回

の派遣を通じて団長として見聞きし、感じた点について、特に日比二国間関係の深化という観点か

ら、雑駁ながら幾つかに絞って記しておきたい。 

 まず一つ目として、フィリピン政府が日本に寄せる信頼と期待の高さである。フィリピン政府部

内の手続きの詳細は不明とはいえ、今回少なくともわれわれの把握する限りにおいて、事故発生後

フィリピン政府は文字どおり「真っ先に」日本政府に対して支援を打診した。その背景には、日本

が過去にも同様の事態に際して隊を派遣した実績のみならず、日本の海保と PCG との常日頃からの

密接な協力関係があり、そうした長きにわたる協力の積み重ねが、フィリピンをして日本を「必要

の友は真の友」たらしめているのであろうと考える。 

 次に、冒頭にも触れたが、今回の派遣に至るまでの日本政府部内における意思決定の早さである。

通常こうした事態にあって緊急援助隊派遣を検討するにあたっては、被害の状況（特にその深刻さ）

や支援のニーズなど、のちのち「行く必要はなかったのでは」と批判されることのないように、派

遣の必要性を事前に明確にする作業に追われがちであろう。必要性を明確にすべきことを否定する

ものではないが、緊急時にあっては、それを議論し整理するのに時間がかかって派遣が遅れれば、

それが人々の生活と命に直結する。今回も、実際に行って現場を見るまでは、被害状況の詳細は把

握できていなかったのは事実であろう。それでも、これだけのスピードで派遣が決まり、どの国に

も先駆けて現地入りしたことで、極めて適切かつ効果的な対応をとることができ、メディアをはじ

め周囲に与えるインパクトも甚大であった。 

 最後の点として、海保と PCG の伝統的協力関係と、それに支えられた日比関係を挙げる。日本は

これまで長きにわたり PCG に対して多種多様な協力・支援を行っており、こうした協力の歴史を基

礎にして PCGと海保との間には緊密なる友好・信頼関係が築き上げられてきた。今回の油防除オペ

レーションにおける活動の随所で私は、この信頼関係ゆえの効果が遺憾なく発揮されているのを目

の当たりにした。特に、現地調整司令部においてオペレーション全体を指揮していたツビリヤ司令

官の日本に寄せる信頼と期待、そしてそれに着実に応える小野副団長はじめとする海保メンバーの

活躍の様子は、PCG と海保の友好関係のみならず、日比関係の深さと緊密さを証明するかのごとく

であった。現地で PCG関係者、地方政府関係者等が多く集まるある日の打合せの場で、現状につい

て見解を問われた後藤機動防除隊隊長がこう述べた。 

「事故発生後 PCG主導で皆さんがやってこられた措置はおおむね間違っていない。この事態は皆
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さんの努力できっと克服できる。そのためにわれわれも皆さんに協力する」 

 この言葉が、どれだけフィリピン側関係者を勇気づけたことか想像に難くない。そしてこの言葉

こそが、日比の信頼関係の過去と未来を象徴するものであると確信した。 

 最後に、チーム派遣にあたり、海上保安庁、国交省、JICA、外務省関係部局、在フィリピン日本

大使館ほかから多大なるご尽力とご協力を賜ったことに、改めて深く感謝申し上げたい。 

 

６－２ 小野 太郎（副団長/海洋汚染対策） 

 今般の国際緊急援助隊・油防除専門家チームの活動の成功の鍵は、早期に派遣の決定がなされ、

混乱のなかで最も援助が必要とされる初期の段階で迅速に現地入りできたことであろう。日本が初

期の段階で油防除対応の基本方針を提言できたことが、被害の拡大防止に大きく寄与したものと考

える。日本と入れ替わりで現地入りした米国の援助チームからも、日本がフィリピンに対し行った

指導を基軸として活動を実施したとの報告も受けており、われわれの活動が現地で脈々と受け継が

れたことも、その成功を裏づけるものであると言ってよいだろう。 

 また、世界に先駆けて日本が最初に駆けつけたことは、フィリピン国民への友好のメッセージと

しても絶大な効果があったと感じている。われわれの活動を連日取材する多くのマスコミや主要紙

の一面を飾る国際緊急援助隊の記事を見て、フィリピン国民のわれわれの活動への期待の高さを実

感するとともに、マルコス大統領からも感謝のコメントを頂くなど、日比関係の深化に大きく貢献

できたものと考えている。 

 さて、今般の派遣は、個人的にも非常に思い入れの深いものとなった。実は私は、この派遣の 10

カ月前にインドネシアにおいて行われた日比尼三国合同油防除訓練に参加しており、同訓練でとも

に切磋琢磨した PCG のプンザラン副長官やパトリモニオ海洋環境保護指令部司令官をはじめ、多く

の盟友がメインプレーヤーとしてこの緊急事態に対応していたからである。訓練で培った協力関係

が、真に必要とされる実働の場面において生かされ、彼らの力になれたことは非常に感慨深いもの

であった。仮に今回日本政府がフィリピン政府の要請を断っていたなら、次回の訓練で彼らに合わ

せる顔がなかったであろう。被害状況に関する情報がなかなか集まらないなかでも、早急に派遣決

定の決断をしていただいた外務省及び JICAに感謝申し上げる次第である。 

 最後に、今回の活動を成功裏に終えることができたのは、団員の高い結束力と行動力、そして

PCG の日本への高い信頼によるところが非常に大きかったと感じている。今回の国際緊急援助隊は、

トルコ地震の国際緊急援助隊派遣と時期が重なり外務本省からの人員拠出が困難であったこともあ

り、例外的に在フィリピン大使館の二瓶公使に団長として、米沢書記官に団長付として参加いただ

いたが、フィリピンの政治及び政府事情に精通したお二人の存在は、現地の政治家や政府高官、マ

スコミ等の対応の多い今般の活動においては、海上保安庁から派遣された団員にとって非常に心強

いものであった。また、JICA 本部から参加された土屋団員及び JICA フィリピン事務所から現地業

務調整員として終始帯同いただいた金塚所員の軽快なフットワークにより、現地事情により予定が

頻繁に変わるなか、宿舎、車両、食事、必要物資の調達、現地関係者との連絡等のロジ調整を迅速

適確に実施していただいたおかげで、すべての業務が円滑に進んだ次第である。こうした状況のな

かで、海上保安庁から派遣された団員は、自らの専門である油防除対応に専念することができ、全

体として効果的な活動につながったものと考えている。適確な役割分担に加え、各人の高い使命感

に基づく団員の結束力が実を結んだ結果であると考えている。 

 さらに、今般のような技術協力支援に近い内容の活動では、PCG のわれわれの活動に対する理解
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が不可欠であるが、その点、PCG 職員は日本の国際緊急援助隊を全面的に信頼し、われわれの指導

や助言のすべてを尊重してくれた。この日本に対する信頼関係は、一夜にして得られるものではな

く、日本が PCG に対し 20 年以上にわたって支援を続けてきたたまものであると考える。これまで

の PCGとの関係構築に携わってこられた、外務省、JICA、海上保安庁の諸先輩方に感謝と敬意を表

する次第である。 

 終わりに、今般のわれわれの活動に多大なるご支援及びご協力を頂いた外務省、在フィリピン日

本国大使館、JICA 本部、JICA フィリピン事務所、海上保安庁、第三管区海上保安本部、横浜機動

防除基地、そして衛星画像の情報提供を頂いた JAXA、油資料の分析にご協力いただいた海上災害

防止センターの皆様に感謝申し上げます。 

 

６－３ 木幡 章弘（指揮所指導） 

3月 10日から 3月 21日の 12日間にわたる、フィリピン共和国東ミンドロ州沖油流出被害におけ

る国際緊急援助隊・専門家チームでの活動は、非常に大きな経験を得ることができた。 

まず、フィリピン到着後、PCG 本庁に多数のメディアが集まっており、フィリピン国内における

関心の高さを感じた。日本国内では本事故による被害がほとんど報道されておらず、被害の深刻さ

を認識できていなかったなかで、被害の抑制に貢献したいという気持ちがより一層高まった。 

一方、事故発生後に急きょ派遣されたこともあり、派遣当初は、詳細な被害状況の把握ができて

おらず、具体的な活動内容も決定していない状況であった。このような状況のなかで、早期に被害

現場へ移動し、陸上だけでなく、海上や上空からも被害状況を確認できたことにより、具体的な活

動内容を決定し、われわれにできる最大限の支援を行うことができたと考える。このようにスムー

ズな調整ができたのは、本専門家チームの努力もさることながら、これまで培ってきた日本とフィ

リピンにおける協力・信頼関係が土台になっていることを実感できた。 

また、海上保安庁と PCGとの関係においては、これまで能力向上に関する協力や合同訓練等を通

じ、緊密な協力関係を築いてきたなかで、今回の油流出事故という実戦において、協力して対応で

きたことは、さらなる協力関係の構築につながったものと考える。さらに活動終盤においては、

USCG を中心とする支援チームがフィリピンに到着した。われわれから PCG へこれまでの活動報告

や油防除対処方針の提案を説明した際、米国チームも参加した。これにより、米国チームに油流出

被害やフィリピン側の対処状況について一定程度理解してもらえる機会となった。この機会は、日

本と米国がフィリピンを支援し、3 カ国が協力して油防除ミッションに取り組むという形となり、3

カ国の連携強化を確認することができた。 

短期間にもかかわらず、チームの雰囲気が良い状態で活動できたことが、最大限の支援活動につ

ながったと確信している。外務省関係部局、在フィリピン日本大使館、JICA、国交省、海上保安庁

の皆様に深く感謝申し上げたい。 

私自身、2014 年のマレーシア航空機行方不明事案での捜索救助チームでの派遣に続き、2 回目の

国際緊急援助隊要員での派遣となったが、今回は油防除における専門家チームでの派遣事案という

ことで、全く異なる事案を経験できたことは、貴重な経験であった。 

最後になるが、今回の油流出事故で汚染された海が元の美しい海に回復し、被害を受けた方々の

生活が再建することを祈念し、私の所感としたい。 
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６－４ 後藤 大輔〔油防除指導（主任）〕 

まずは今回の任務が、特段の事故等なく無事に終えられほっとしており、これはひとえに関係者

の皆様の多大なるご支援によるものです。ご支援いただいた皆様、本当にありがとうございました。 

さて所感の執筆ということで慣れない作業に戸惑い悩んでおりますが、文才も乏しいため悩むこ

とは早々に諦め、私なりに感じたことを思うままに書くことにいたします。 

私が感じたことは大きく二つ、一つ目は JICA からの支援が非常に手厚かったこと、二つ目は今

回の派遣団が本当に良いチームであったこと、この二つに尽きるかと思います。 

一つ目について、これは今回の国際緊急援助隊（以下、「JDR」という）結団前から始まっており、

事前の関係者打合せにおいて支援内容を可能な限り明確化することに加え、派遣日程を確定したう

えで活動期間内に対応可能な範囲で最大限活動するといった大枠の活動方針を確認したことは私の

不安解消の一助となりました。JICA としてはおそらくルーティンワークなのだろうと感じられまし

たが、これらがスピーディに決定されていったことに対して（JICA の担当者の方々が寝る間を惜し

んで作業されていたことを含め）、単純にすごいなと思いました。 

また、フィリピン入りしてからは、派遣団員であった JICA の土屋さんに加え、現地参加し全日

程に帯同された JICA フィリピン事務所の金塚さんのお二人による業務調整に、本当に支えられま

した。私たちが少しの気掛かりもなく活動に集中できたことは、このお二人の努力のたまものです。

具体に言えば、医薬品・飲料水・通信機器等の確保や食事の手配、日報管理、広報といったことか

ら、日々の宿泊所調整（派遣団が少しでもよりよく過ごすためという観点での追求）やレンタカー

及びドライバー、通訳の手配といった活動期間全体にかかってくることまで、本当に手厚い支援が

受けられました。誤解を恐れずに言えば、土屋さんと金塚さんが今回の JDR 最大功労者ではないで

しょうか。お二人からすれば担当業務をこなしただけという声が聞こえてきそうですが…。 

土屋さんと金塚さんのお二人に心から感謝しております。 

次に二つ目については、本当に良いチームだったと言うほか気の利いたことが言えない無力さを

感じますが、結論的には、フィリピン入りし全団員が揃った瞬間から、出会ったばかりとは思えぬ

不思議な一体感があり、一つの方向に皆で歩調を合わせチーム一丸となって進んでいく感覚、12 日

間の活動のなかで日に日にチーム力の高まりを感じるという、得難い体験をしました。それだけで

なく、在フィリピン日本大使館から参団された二瓶公使（われらが団長）をはじめ米沢二等書記官

（われらが団長補佐）、小野国対官（われらが副団長）、木幡係長（われらが団員）、JICA の土屋さ

ん及び金塚さん（われらが業務調整）、小野寺 JICA 長期専門家、城山副隊長及び上條隊員、ゴメス

とエリック（注：現地通訳）の全員が、まさに適材適所、それぞれの持ち場を確実に守りつつ、必

要に応じて互いに援助しながら、一つ一つ目の前の事に対応する連続ではなかったかと思う次第で

す。例えば、二瓶団長には、現地でのマスコミ対応では前面に立っていただき、団員に対する取材

対応や PCG 幹部及び活動地域の各首長との面会でも困ったタイミングで助言を頂いており、活動期

間を通じて団員の活動を終始穏やかに見守りつつ、要すれば的確にフォローしていただきました。

さらに、米沢団長補佐には、支援活動を米国に引き継ぎ切れ目のないフィリピン支援につなげるた

め、水面下の情報収集・調整にあたっていただいており、結果として今回の JDR が大きな成果を得

たものと認識しています。加えて、小野副団長には海保組のトップとして強力な行動力により、活

動期間全体を通じた作業計画立案及び管理・調整など、常にエネルギッシュに対応していただき、

かなりボリュームのある活動内容でしたがすべて計画どおりに進み、積み残しもなく終えられまし

た。 
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ほかにも大小さまざまなエピソードがありますが紹介はここまでにさせていただくとしまして、

まとめますと、派遣団員が相互に信頼し協力しながら、それぞれの立場（外務省、JICA、海上保安

庁）においても納得できる成果が得られたのではないかと思うところです。 

最後に、今回事故が発生したことは喜ばしいことではありませんが、個人的には、そもそも私の

海上保安官人生において JDR 派遣など考えたことはなく、しかも防除隊にいる間に国外で油流出事

故が発生し、かつそれが JDR 派遣につながるなど夢にも思わないことでした。私にとっては一生に

一度あるかないかの貴重な経験となりましたので、この経験をしっかり生かしていきたいと思いま

す。 

改めまして、関係の皆様からの多大なるご支援、本当にありがとうございました。 

 

６－５ 城山 卓郎（油防除指導 1） 

はじめに、今回の派遣任務が人員資機材ともに異常なく無事に遂行できたことは関係各位の甚大

なご支援とご協力あってのことと心より感謝申し上げます。 

 

（1）情報入手から出発まで 

 今回の事故発生の情報を入手したのは、事故発生から 4日後の 3月 4日（土）、基地では国際

緊急援助隊派遣を見越した情報収集を開始し、少ないネット情報から集められるだけの情報を

収集、翌 5 日（日）には基地あて同派遣に係る指示があり、基地内で派遣人員が選出され派遣

中の活動内容について過去の専門家チーム派遣内容を確認するとともに、収集した情報から活

動内容を想定した必要資機材準備に取り掛かかるも、結果的には持参するべきだった資機材も

あり、この反省を次に引き継ぎたい。 

 6 日（月）から本格的に派遣に係る打合せや出国に係る旅券等の準備に取り掛かり、出発日

である 10日（金）まで十分な時間があったため、派遣後の作業イメージや、国外での生活面に

関する情報収集とその準備ができたことは良かった点であるが、現地で使用可能な資機材に関

する情報や新型コロナワクチン接種状況の確認等、事前に把握可能な部分についての共有が出

国直前となった部分もあったと感じているので、判明している情報はもっと共有すべきであり、

次回の派遣を見越してこれも引き継ぐべき事項と考える。 

 

（2）派遣中 

 現地入りの 10日、マニラ所在の PCG本庁にて PCG幹部職員と合同記者会見並びに現状説明

を受けるも、事故に関する情報は乏しく今後のわれわれの事故対応に加え PCG の対応について

も大いに不安を感じた。 

 ミンドロ島到着後は、現地の被害状況及び油の流出状況の確認から、油防除作業を行う作業

員を評価するとともに、より有効な油防除方針や具体的な作業内容を指導助言し、作業現場が

改善されていくことには達成感を得られた。 

 日本から供与した資機材の取り扱いについては、実際に油の吸着性能を一部の作業員にのみ

示すことができたが、その性能を見える化した資料等事前に準備しておくべきだった。 

 今回の事故被害規模については、出国前にイメージしていたものと比べて比較的小規模の油

流出事案であったが海上で実施する油防除作業の体制が不足しており、そのなかで効率的かつ

最善の手法を伝えたものの、本来の原因者負担の原則に基づく船舶所有者側に作業船の増強等、
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理想の形に最終的にもっていけなかったことは残念ではあったが、最終的に今後予想される油

のさらなる流出があった場合の対処方針や、後続でフィリピンへ援助に来た USCG へ引き継ぐ

形で活動を終えたことは非常に良かったと感じる。 

 今回の活動において、拠点ホテルの手配や隊員の体調管理、食事や衣類の洗濯まで細部にわ

たり JICA 職員のバックアップがあったおかげで活動に際し、何ら不安を抱くことなく任務を

遂行できたことに感謝申し上げたい。 

 

（3）帰国後 

JDR 派遣からの帰国後、国土交通大臣をはじめとする各方面への表敬、ご報告及びごあいさ

つ等にお伺いした先々では、ねぎらいのお言葉を頂戴し、任務遂行の達成感を改めて感じた。 

また、帰国後に現地での PCG の活動が継続的にわれわれの指導に基づき実施されている点と、

後続で入った USCG もわれわれの指導助言内容について同様の認識をもって評価されていると

のことであり、大変うれしく思う。 

終わりに、本派遣における専門家チームの一員として所期の目的は達成できたと自負すると

ころですが、それには派遣チームの方々からの甚大なサポートあってのものであり、重ねてお

礼申し上げ、私の所感といたします。 

 

６－６ 上條 胤臣（油防除指導 2） 

まずはじめに、今回の国際緊急援助隊（以下、「国緊隊」）の活動中、だれ一人大きく体調を崩す

ことなく、無事安全に任務を完遂できたことについて、関係者みなさまのご支援及びご協力に対し

誠に感謝いたします。 

令和 5 年 2 月 28 日、フィリピン中部の東ミンドロ州沖において約 80 万リットルの産業用燃料油

を積載しているオイルタンカーP号が半沈、3月 1日に沈没し、周辺海域に油が流出し広範囲の海岸

線へ油が漂着する、フィリピンにとって海洋汚染、環境影響、水産業及び観光業への損失が大きく

懸念される大規模な油流出事故となった。 

このような状況下のなか、5 日、フィリピン運輸大臣から在駐フィリピン大使あて口頭で技術支

援及び物資供与の要請があり、6 日、PCG との協議において、要請内容を①日本からの専門家派遣

（油防除）、②物資供与（油吸着マット等）とし、7 日、外務省が在フィリピン大使から要請公電を

受電、8日、同省から国緊隊事務局に対し外務大臣派遣命令が伝達され、3月 10日から 21日までの

12日間の派遣が決定された。 

海上保安庁からは本庁環境防災課小野国際海洋汚染対策官（副団長）を筆頭に 5 名（うち機動防

除隊 3 名）の派遣が決定し、指揮所及び油防除指導を担当することとなった。なお、派遣隊の構成

としては在フィリピン日本国大使館公使の二瓶団長、同二等書記官の米沢団長補佐、JICA より土屋

業務調整員、サポート要員として帯同した金塚 JICAフィリピン事務所員の計 9名での対応となった。 

PCG からの要請内容が油防除に対する専門家派遣、物資供与であったため、想定する活動内容を

「PCG 指揮所における情報収集・分析支援」「油防除計画の策定支援」「油防除オペレーション支援」

とし、詳細な活動内容を『船艇及び陸行による沿岸調査』『防除作業対処方針に対する防除作業及び

指導助言』『沖合及び沿岸部の防除作業に対する指導助言』『海岸清掃に対する指導助言』『回収油の

保管方法等二次汚染防止に関する指導』『油防除資器材の支援ニーズ調査』『油防除資機材の取り扱

い指導』と整理、現地派遣までの限られた日数のなか、同時並行で公用旅券の発行手続き（ワクチ
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ン接種済み証明書準備含む）を行いながら現場対応に向けた準備を行った。 

3 月 10 日に日本を出国し、フィリピン入国後は首都マニラにある PCG 本庁において大々的なメ

ディア対応ののち、本件事案概要の詳細説明を受けたわけであるが、日本であれば事案発生後に入

手できている情報の漏れが多々あり、日本との事案対応体制や組織体制における感覚のズレを感じ

ることとなった。 

翌 11 日から 17 日までの 7 日間、コート状の油やタールボールが広範囲に漂着しているミンドロ

島で活動を行っていくわけであるが、平成 25 年 11 月に同国パナイ島エスタンシアにおいて台風被

害によって発生した発電用バージ破壊による大規模油流出事故での国緊隊活動は局所的な被害への

対応であったが、今回は沖合で沈没した P 号からの継続的な油流出による広範囲の汚染被害対応の

ため、汚染状況を評価する多角的な視野と防除手法が必要となる対応となった。 

小職としては、まず初め 12 日に日本から供与された PCG 船艇（44m 級巡視船）に乗船し、沈没

地点付近の沖合浮流油調査及び PCG が実施している防除作業を確認した。沈没地点付近の浮流油状

況については色彩 A（または A 以上の油層）と評価できる油や油粒、油塊化した油が点在していた

ものの、適切に防除作業を実施すれば沿岸漂着は一定程度で免れるのではないかと評価できる状況

であった。PCG が実施していた防除作業は、これまで日本が指導してきた事項について一定程度実

施されていたものの、幾つか改善を要する点が存在していた状況であった。特に『油処理剤使用時

の原液散布の徹底（海水で希釈していた）』及び『効率的な拡散作業の実施（航走拡散、放水拡散）』

の指導を速やかに実施すべき状況と判断し助言を行った。『沖合の防除作業における指導助言』につ

いては、16日に後藤隊長と城山副隊長が PCG船艇に乗船し、P号船主手配の作業船 2隻と連携した

「油処理剤の散布」及び「航走と放水による拡散作業」を組み合わせた防除手法を実施してもらい、

現状の対応勢力（PCG1 隻、作業船 2 隻）における効率的な最善の防除手法として提案し、同手法

について PCG側に理解してもらうことができたことは大きな成果の一つであったと思う。 

次に、小職も同行した 13日のポラ町 Buhay na Tubigの陸行（一部地元のアウトリガー型漁船で移

動。一見すると安定性への不安を感じる船…）による沿岸調査では、積み重なった巨礫にコート状

の油がべったりと漂着している場所もあったが、既に船主手配の清掃業者（作業員は雇われた地元

漁師）が入って作業しており、適切な保護具を装着のうえ二次汚染の拡大防止にも配慮した活動が

行われていたことから、引き続く大規模な油の漂着がない限り、活動時間に比例して清掃の効果が

出て改善されていくと評価できるものであった。 

また、15 日には観光地である砂浜にタールボールが広範囲に漂着しているポラ町 Anahaw 海岸に

おいて、今回、日本から物資供与として送られた資器材のうち、万国旗式油吸着マット（低粘度油

用）及びオイルスネア（高粘度油用）の使用方法について、PCG の指揮所司令官であるツビリヤ司

令官、ポラ町長、PCG 職員、軍関係者、地元住民らに対しデモンストレーションを行い、二次汚染

の拡大防止の重要性についても意識するように伝え、多数メディアからの取材を受けながらも、伝

えるべきポイントをしっかりと押さえた対応を行うことができた。なお、地元関係者等からは防除

資器材に関する多数の質問が寄せられ関心の高さを身に染みて感じるとともに、今後の効果的な現

場活動を期待できるものとなった。 

このほかにも、日本における防除活動時に実施している各種防除資器材（油処理剤、油吸着マッ

ト、オイルスネア）の効果試験（いわゆるマッチングテスト）について、湧出点付近から採取した

油のサンプルを使用し、実際に PCG 職員の面前で効果試験を行った。この効果試験については、実

際に PCG職員にも体験してもらう機会を設けたことで、疑いのない納得した形で防除資器材の効果
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を理解してもらうことができた。これまで防除資器材の効果を評価する機会がなかったと思料され

る PCG の防除活動について、『効果試験の必要性』について伝えられたことは、今後の防除活動に

有益な結果をもたらすことにつながるであろうと考える。 

今回の国緊隊における活動を通じて、海上保安庁と PCG において、組織体制や風土、国民性は異

なるものの、『目の前で起きている海洋汚染をどうにかしたい』『水産業や観光業などへ影響が出て

いるなか一日でも早く現状を改善したい』という思いは同じであり、直接言葉が通じ合わなくても、

心の奥底で通じ合うものを感じ、両国間の友好的な関係を肌で感じることができたことは、今後の

自身の海上保安業務活動に強く影響を与える貴重な経験となった。 

今回の現地活動では、通常の車両による移動のほか、PCG 船艇における洋上での浮流油調査及び

防除活動の確認、また沿岸域の汚染状況を確認するために地元漁師のアウトリガー型漁船による移

動、PCG 保有の高速機動艇での移動など、これまでの国緊隊活動では経験されてこなかったであろ

う活動手法を多数とったこともあり、かなり刺激的な経験となった。とりわけ、一番長い時間を費

やした車両移動では、日本では考えられない状況が多々発生し、「隣の車と数センチの距離での運

転」、「まるで呼吸をしているかのようなクラクションの応酬」、「ジプニーと呼ばれるカラフルな外

装で爆音をとどろかせながら走る大衆バス」、「トライシクルと呼ばれるバイクの横に荷台が付いて

いる乗り物に 5 人以上乗って移動」していたりと、見ているこちら側が不安になる光景ばかりで、

これまで知らなかった世界を知ることができたことは、違った意味で貴重な経験となった。また、

そのようなかなりアグレッシブな車両が多数走っている危険極まりない道路を、当初は恐る恐る渡

っていたが、活動後半には現地の方と同じように「ささっ」と渡れるようになっており、われなが

ら適応能力の高さに感心した。 

20 日に行われた PCG 本庁における活動報告については、日本のあとに支援に入る米国からの

USCGも同席する形で行われ、日本の活動は PCG及び USCGからも高い評価を受けることができた。

また、PCG から日本の活動について感謝の意が表され、今後の日本、フィリピン、米国における友

好関係の強化において、とても価値の高い活動となり、自分自身この機会に携われることができた

ことを誇りに思う。 

最後になりますが、改めて本派遣における PCG側からの依頼に対する活動は達成できたものと考

えておりますところ、海外業務経験豊富な派遣隊のみなさまからの多大なるサポートを頂けたこと、

特に JICA 現地支援員のみなさまには活動期間中の健康管理や宿泊場所の確保にご尽力いただき、

また生活面におけるきめ細かいご支援をいただきましたこと、深く御礼申し上げます。 

本当にありがとうございました。 

 

６－７ 米沢 夏希（団長補佐） 

 私は、海上保安庁から出向する在フィリピン日本大使館書記官として勤務しており、海洋安全保

障全般を所掌任務に、PCG をメインのカウンターパートとして、これまで 2 年間、当地で業務に従

事してきた。 

 今回、フィリピン中西部の東ミンドロ州沖におけるタンカーP 号が転覆・沈没したことによる油

流出事故において、JDR専門家チームに現地参団として参加することを許された。 

事故発生当初、日本への支援要請が、米国やほかのどの国よりも先に寄せられた。この期待に応

え、日本政府が JDR 専門家チームの派遣を迅速に決定した意義は極めて大きい。それは、特別な友

情の絆で結ばれた「戦略的パートナーシップ」の下、日本とフィリピンの友好関係が背景にあるこ
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とは論を待たない。また、本派遣に先立って、2023 年 2 月にマルコス比大統領が訪日しており、日

比首脳による共同声明において、海上保安機関間の協力強化について言及されるとともに、海上保

安庁による PCG の人材育成や JICA 専門家の派遣について、マルコス大統領から、岸田総理大臣に

対して謝意を表明していた。このような時勢のなか、今回の JDR 専門家チームの派遣が速やかに決

断されたことは、困ったときに真っ先に駆けつける、真の友人であることを体現したという点にお

いて、外交的意義が極めて大きいものと考える。 

JDR 専門家チームは、発生間もない状況下において現地入りし、PCG をはじめとするフィリピン

関係機関等と連携し、海上における油防除オペレーションや、沿岸域の漂着油に対する清掃作業へ

の助言等を行うことで、被害を最小化させる活動に貢献できた。JDR専門家チーム活動後の PCG等

の発表において、日本による指導・助言が生きている活動の様子が示されたことは、日本の活動の

成果がしっかりと根づいていると評価できる。さらに、日本に続いて現地入りした、米国や韓国代

表団からも「国際支援はワンボイスで行う」という力強い発言があり、日本の支援を生かしつつ、

効果的に支援が継続されており、今回の JDR 専門家チームの派遣は、国際支援連携としても意義深

いものであったと評価できる。 

1998 年、PCG がフィリピン運輸省傘下となって以降、日比両国海上保安機関間の 20 年以上にわ

たる信頼関係は、今回のフィリピンにおける油災害発生という事案対応において、実務レベルで確

実に機能し、共同で事態対処にあたることができる関係であることを証明したものと考える。その

場に、一団員として立ち会えたことは非常に光栄であった。 

最後に、本派遣にあたりご尽力いただいた、海上保安庁、国交省、JICA、外務省関係部局、在フ

ィリピン日本大使館の関係者の皆様に改めて深く感謝を申し上げたい。 

 

６－８ 土屋 匠（業務調整） 

第一に、JDR チーム派遣の外交的意義の大きさを現地で直に感じられたのが印象深かった。日本

が真っ先に駆け付けたこともあり、現地報道における日本の露出は非常に大きく、大統領から一般

市民に至るまで、多くの方から感謝の言葉を頂いた。チーム派遣の技術的な意義は当然あるとして、

外交的意義を最大限高めるためには、迅速性と効果的なメディア露出が肝要と改めて感じた。 

第二に、平時の協力による日本とフィリピン、また海上保安庁と PCG の良好な関係性が、非常時

である今回の派遣における信頼の基盤となった点も重要な示唆をもつと考える。海上保安庁は JICA

の技術協力案件やその他の直接的な訓練や交流を通じ、20 年以上にわたって PCG に対する技術的

な協力を継続してきている。PCG が専門家チームの助言を信頼して素直に聞き入れ、学んだ手法を

継続して実践している様子から、PCG の日本及び海上保安庁に対する信頼の厚さが感じられた。緊

急時だけでなく、平時の協力を長年積み上げていくことは、直接的な個別案件の成果以上の大きな

波及効果があると感じた。 

第三に、今回、JICA の円借款事業により 2018 年に供与された 44m 級巡視船が有効活用されてい

ることが確認できたのは収穫であった。供与した 10 隻のうちの 1 隻が今回の油防除の PCG のオペ

レーションの中心となっており、私も 2度乗船する機会を得たが、（操船技術は素人なので不明だが）

船員は船に良く慣れ、船内は良く整理整頓・清掃されており、PCG が同船を大切に使っている様子

がうかがえた。今回の派遣中に、偶然カラパン沖で日本人船員が乗る（おそらく 15～20m 級の）漁

船の救助が行われたが、PCGは 44m級巡視船を用いて半沈状態の同漁船を海難現場から近くの港ま

で曳航するという難しいオペレーションを実施できていた。PCG は円借款等によるさらなる船舶の
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調達を期待しているが、これは今後の検討に向けての良い判断材料になり得ると感じた。 

一方で、約 10 日間、PCG の活動を間近で見たが、海上保安機関としての能力にはいまだ課題が

多くある様子も見受けられた。これまで油防除に特化した技プロ等を実施した実績はないとはいえ、

PCGに対しては過去に 2回の油流出対応の JDR専門家チームを派遣しているほか、油防除関連の課

題別研修にも多数の PCG職員が参加していることもあり、一定程度の技術的知見があってもよいも

のだが、今回専門家チームが現地に到着した際に PCG が洋上で実施していたオペレーションに多数

の誤りが見られるなど、油防除の十分な専門知識をもっている様子は見てとれなかった。今後、何

らかのフォローを実施中の技術協力案件などで行うことも考え得るが、まずは PCG自身が今回の経

験を、今後のオペレーションに役立て得るような形で組織内に蓄積することを期待したい。また、

今回の事案における本庁・現場間の指揮命令の状況などにかんがみても、PCG 全体がイレギュラー

対応に慣れていない様子が見てとれた。組織としての体系立った事案対応の体制づくりなど、さら

なる能力強化の必要性を感じた。 

最後に、短い期間でまとまった成果を出さねばならない厳しい環境下において、時には睡眠時間

を削りながらも、日々ベストを尽くしてくださった専門家チームの全団員と JICA フィリピン事務

所からの支援要員である金塚所員に改めて深く感謝を申し上げたい。PCG への助言や指導、メディ

ア対応等における各団員のプロフェッショナルな仕事を間近で見ることができたのは、私自身にと

っても大きな刺激となった。また、フィリピン事務所から全日程帯同した金塚所員の献身的なサ

ポートなしには、今回の業務調整の任務は遂行し得なかった。 

そして、今回の専門家チームの派遣に尽力し、活動を支えてくださった外務省、海上保安庁、在

フィリピン日本国大使館、JICA 国際緊急援助隊事務局、JICA フィリピン事務所、そして私を温か

く送り出してくれた JICA 東南アジア大洋州部の関係者の皆様に深く感謝申し上げたい。多くを学

んだ、濃密な 12日間であった。 
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主要面会者リスト 

１．フィリピン関係者 
フィリピン沿岸警備隊（PCG：Philippine Coast Guard）
長官（Commandant）：アルテミオ・アブ（CG Admiral Artemio M. Abu）
副長官（Deputy Commandant for Operation）：ローランド・プンザラン（CG Vice Admiral Rolando
Lizar N. Punzalan Jr.）
副長官（Deputy Commandant for Administration）：ロニー・ガバン（CG Vice Admiral Ronnie Gil L.
Gavan）
海洋環境保護指令部司令官（Commander, Marine Environmental Protection Command）：ロバート・
パトリモニオ（CG Vice Admiral Robert N. Patrimonio）
指揮所事態司令官（ Incident Commander, Incident Command Post）：  ヘロニモ・ツビリヤ
（Commodore Geronimo Tuvilla）
南部タガログ管区司令官（Commander, PCG CG District Southern Tagalog）： イノセンシオ・ロ
サリオ（Commodore Inocencio Rosario Jr.）

東ミンドロ（Province of Oriental Mindro） 
州知事（Governor）：フメリート・ドロール（Humerlito Atienza Dolor） 

ポラ町（Municipality of Pola） 
町長（Mayor）：ジェニファー・クルーズ（Jenifer Cruz） 

２．米国関係者 
米国沿岸警備隊（USCG: US Coast Guard) 
Commanding Officer, USCG Pacific Strike Team (PST): Commander Stacey Crecy 
Executive Officer, USCG Incident Management Assist Team: Commander Johna Rossetti 
Executive Officer, USCG National Strike Force Coordination Center: Commander Joel Ferguson 
Training Division Chief, Maritime Safety Specialist Response, PST: Commander Jeremiah Winston 
Engineering Officer, PST: Commander Eric Speecht 
USCG Resident Maritime Advisor: Commander Bien Decena 

米国海洋大気庁（NOAA: National Oceanic and Atmospheric Administration） 
Scientific Support Coordinator: Ruth Yender 
Scientific Support Coordinator: Jordan Stout 

米海軍（US Navy） 
Supervisor of Salvage and Diving: Rick Thiel 

US Agency for International Development (USAID) 
Deputy Director, Philippines Environment Office: Thomas Kaluzny 

９．主要面会者
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在フィリピン米国大使館（US Embassy） 
Naval Attaché: Captain Noel Corpus 
Economic Section:  Lorenzo New 

３．日本関係者 
在フィリピン共和国日本国大使館 
大使： 越川 和彦 
公使： 松田 賢一 
一等書記官： 工藤 寛之 

JICAフィリピン事務所 
所長： 坂本 威午 
次長： 黒沼 健二 

JICA「船舶運用整備計画・海上法執行能力強化プロジェクト」 
チーフアドバイザー： 小野寺 寛晃

４．その他 
国際タンカー船主汚染防止連盟（ITOPF: International Tanker Owners Pollution Federation Limited) 
Technical Advisor: Samuel Durance 
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機材名

Product 
メーカー名

Manufacture/Maker 
銘柄/型番 

Model 
数量 単位

油防除作業服

Oil spill 
response 
workwear 

重松製作所

SHIGEMATSU WORKS 
CO., LTD. 

マイクロガード 1800W
サイズ L
10着入/箱
Microguard 1800W Size L-XL

3000 
個

Pcs 

油防除作業マ

スク

Mask for oil 
spill response 
operation 

TRUSCO 

一般作業用マスク

DPM-50 
50枚入り 
Mask DPM-50 

150 
箱

Box 

耐油手袋

Oil-proof 
working glove 

S.T. Corporation 

エステー モデルロープニトリル耐油

中厚手 

Oil Proof glove No.320 M (Nitrile and 
vinyl chloride) 

100 
双

Pair 

耐油手袋

Oil proof 
working glove 

ショーワグローブ（株）

SHOWA GLOVES 
VIETNAM CO., LTD. 

ショーワ Ｎｏ６９５腕カバー付耐油

ビニローブ

Ｌサイズ

Oil proof working glove - Size L 

300 
双

Pair 

耐油長靴

Oil proof 
rubber boots 

弘進ゴム

KOHSHIN RUBBER 
CO., LTD. 

ｿﾞﾅｾｰﾌﾃｨｰ S-01
Oil proof rubber boots S-01

300 
足

Pair 

油吸着材（万

国旗型）

Oil Blotter 

三井化学（株）

Mitsui Chemicals 
タフネルオイルブロッター（万国旗型） 
Tough flannel Oil Blotter BLF 

25 
箱

Box 

油吸着材（ロ

ール型）

Oil Blotter 

三井化学（株）

Mitsui Chemicals 
タフネルオイルブロッター（ロール型） 
Tough flannel Oil Blotter BL-6500 

25 
箱

Box 

高粘度油専用

油捕獲材

Oil snare for 
heavy oil 
adsorption 

米国、パーカーシステム

社（販売：阿南電気株式会

社）

Parker Systems 

オイルスネア

OilSnare® 
50 

袋

Pcs 
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ＪＲ
24-001

フィリピン共和国
ミンドロ島沖における油流出被害

に対する国際緊急援助隊（専門家チーム）
活動報告書

2024年 2月

独立行政法人国際協力機構
国際緊急援助隊事務局
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